
  事 務 連 絡 

平成 29 年９月７日

各 都 道 府 県 消 防 防 災 主 管 部

東京消防庁・各指定都市消防本部

消 防 庁 消 防 ・ 救 急 課

緊急防災・減災事業債の積極的な活用による消防防災体制の充実について

緊急防災・減災事業債（以下「緊防債」という。）については、地方公共団体が

引き続き喫緊の課題である防災・減災対策に取り組んでいけるよう、東日本大震

災に係る復興・創生期間である平成 32年度まで延長されたところです。 

各地方公共団体におかれては、緊防債が延長された趣旨を踏まえ、緊防債の積

極的な活用により、消防防災体制の充実に一層努めていただきますようお願いい

たします。 

ついては、緊防債の関係資料を添付いたしますので、事業の財源を検討する際

の参考にしていただければ幸いです。 

なお、平成 29年度における緊防債を含む地方債の第２次分起債協議等予定額の

提出期限については、例年どおりであれば、１月上旬となります。同意等を得た

事業については、翌年度に繰り越して使用することも可能ですので、第２次分起

債協議等予定額の提出にあたっては、財政当局と調整の上、検討いただければと

考えております。 

都道府県にあっては、貴都道府県内の市町村（消防の事務を処理する一部事務

組合等を含む。）に対して、この旨周知されるようお願いします。 

【問合せ先】 

消防庁消防・救急課 

北代、山並 

電 話：03-5253-7522 

e-mail：syozai@soumu.go.jp

御中



２．財政措置

（１）地方債の充当率 １００％
（２）交付税措置 元利償還金について、その７０％を基準財政需要額に算入

３．事業年度

平成２９年度から平成３２年度

地方公共団体が引き続き喫緊の課題である防災・減災対策に取り組んでいけるよう、対象事業を拡充し

た上で、東日本大震災に係る復興・創生期間である平成３２年度まで継続することとし、平成２９年度は

５，０００億円を計上

緊急防災・減災事業債について

（１）大規模災害時の防災・減災対策のために必要な施設の整備 （３）津波対策の観点から移転が必要と位置づけられた公共施設等の移設

○防災拠点施設（地域防災センター等）

○防災資機材等備蓄施設、拠点避難地

○非常用電源 （４）消防広域化事業等

○津波避難タワー、活動火山対策避難施設等

○避難路・避難階段

○指定緊急避難場所や指定避難所において防災機能を強化するための施設 ○上記計画に基づき機能強化を図る消防車両等の整備

○指定避難所における避難者の生活環境の改善のための施設 ○統合される消防本部を消防署所等として有効活用するために必要とな

　（空調・Wi-Fi等）の整備 　る改築

○緊急消防援助隊の救助活動等拠点施設 ○消防機関間の柔軟な連携・協力（共同化）に伴う高機能消防指令セン

○緊急消防援助隊の機能強化を図るための車両資機材等 　ターの整備

○消防団の機能強化を図るための施設・設備 （５）地域防災計画上に定められた公共施設・公用施設の耐震化

○消防水利施設 ○指定避難所とされている公共施設及び公用施設

○初期消火資機材 ○災害時に災害対策の拠点となる公共施設及び公用施設

（２）大規模災害に迅速に対応するための情報網の構築 ○不特定多数の者が利用する公共施設

○防災行政無線のデジタル化 ○社会福祉事業の用に供する公共施設

○全国瞬時警報システム（ＪーＡＬＥＲＴ）の新型受信機の導入・情報 ○幼稚園等

　伝達手段の多重化 ※消防署所等については、耐震性が十分でないことから、早急に耐震化
○高機能消防指令センター（消防救急無線のデジタル化に伴うもの） 　を行う必要があり全部改築することがやむを得ないと認められるもの

　についても対象

○災害時オペレーションシステム

１．対象事業　【地方単独事業((6)を除く） 】　（下線部は、平成２９年度以降の対象事業として追加したもの）

○津波浸水想定区域内にあり、地域防災計画上、必要な災害対策の拠点
　となる施設や、災害時に援護が必要となる者のための施設の移転

○広域消防運営計画又は消防署所等の再編整備計画に基づき必要となる
　消防署所等の増改築又は整備事業を対象

○防災情報システム、衛星通信ネットワークシステム等、大規模災害時
　の情報伝達のために必要な通信施設 （６）特定地域の振興や生活環境の整備を目的とした国庫補助金（※）の交付

　　を受けて実施する(1)～(5)の事業

（※）防衛施設周辺の生活環境の整備に係る補助金、離島活性化交付金及び奄美群島振
興交付金


順番入れ替え前



				１．対象事業 タイショウ ジギョウ

				（１）大規模災害時の防災・減災対策のために必要な施設の整備 ダイキボ サイガイ ジ ボウサイ ゲンサイ タイサク ヒツヨウ シセツ セイビ		（３）地域防災計画上に定められた公共施設・公用施設の耐震化 チイキ ボウサイ ケイカクジョウ サダ コウキョウ シセツ コウヨウ シセツ タイシン カ

				○防災拠点施設（地域防災センター等） ボウサイ キョテン シセツ チイキ ボウサイ トウ		○地域防災計画上の避難所とされている公共施設及び公用施設 チイキ ボウサイ ケイカク ウエ ヒナンジョ コウキョウ シセツ オヨ コウヨウ シセツ

				○防災資機材等備蓄施設、拠点避難地 ボウサイ シキザイ トウ ビチク シセツ キョテン ヒナンチ		○災害時に災害対策の拠点となる公共施設及び公用施設 サイガイ トキ サイガイ タイサク キョテン コウキョウ シセツ オヨ コウヨウ シセツ

				○非常用電源 ヒジョウヨウ デンゲン		○不特定多数の者が利用する公共施設 フトクテイ タスウ モノ リヨウ コウキョウ シセツ

				○津波避難タワー等 ツナミ ヒナン トウ		○社会福祉事業の用に供する公共施設 シャカイ フクシ ジギョウ ヨウ キョウ コウキョウ シセツ

				○避難路・避難階段 ヒナンロ ヒナン カイダン		※消防署所については、耐震性が十分でないことから、早急に耐震化を ショウボウ ショ トコロ タイシンセイ ジュウブン サッキュウ タイシンカ

				○避難所や緊急避難場所において防災機能を強化するための施設 ヒナンジョ キンキュウ ヒナン バショ ボウサイ キノウ キョウカ シセツ		　行う必要があり全部改築することがやむを得ないと認められるものに オコナ ヒツヨウ ゼンブ カイチク エ ミト

				○緊急消防援助隊の広域活動拠点施設 キンキュウ ショウボウ エンジョ タイ コウイキ カツドウ キョテン シセツ		　ついても対象 タイショウ

				○緊急消防援助隊の機能強化を図るための車両資機材等 キンキュウ ショウボウ エンジョタイ キノウ キョウカ ハカ シャリョウ シキザイ トウ		（４）津波対策の観点から移転が必要と位置づけられた公共施設等の移設 ツナミ タイサク カンテン イテン ヒツヨウ イチ コウキョウ シセツナド イセツ

				○消防団の機能強化を図るための施設・設備 ショウボウ ダン キノウ キョウカ ハカ シセツ セツビ		○津波浸水想定区域内にあり、地域防災計画上、必要な災害対策の拠点
　となる施設や、災害時に援護が必要となる者のための施設の移転 ツナミ シンスイ ソウテイ クイキナイ チイキ ボウサイ ケイカク ジョウ ヒツヨウ サイガイ タイサク キョテン シセツ サイガイ ジ エンゴ ヒツヨウ モノ シセツ イテン

				（２）大規模災害に迅速に対応するための情報網の構築 ダイキボ サイガイ ジンソク タイオウ ジョウホウ モウ コウチク

				○消防救急無線のデジタル化 ショウボウ キュウキュウ ムセン カ		（５）消防広域化事業 ショウボウ コウイキカ ジギョウ

				○防災行政無線のデジタル化 ボウサイ ギョウセイ ムセン カ		○広域消防運営計画又は消防署所等の再編整備計画に基づき必要となる
　消防署所等の増改築又は整備事業を対象 コウイキ ショウボウ ウンエイ ケイカク マタ ショウボウショ ジョナド サイヘン セイビ ケイカク モト ヒツヨウ ショウボウショ ジョナド ゾウカイチク マタ セイビ ジギョウ タイショウ

				○全国瞬時警報システム（ＪーＡＬＥＲＴ） ゼンコク シュンジ ケイホウ

				○高機能消防指令センター（デジタル化に伴い整備するもの等） コウキノウ ショウボウ シレイ カ トモナ セイビ トウ		○上記計画に基づき機能強化を図る消防車両等の整備 ジョウキ ケイカク モト キノウ キョウカ ハカ ショウボウ シャリョウ トウ セイビ

				○防災情報システム、衛星通信ネットワークシステム等、大規模災害時
　の情報伝達のために必要な通信施設 ボウサイ ジョウホウ エイセイ ツウシン トウ ダイキボ サイガイジ ジョウホウ デンタツ ヒツヨウ ツウシン シセツ		○統合される消防本部を消防署所として有効活用するために必要となる トウゴウ ショウボウ ホンブ ショウボウ ショ トコロ ユウコウ カツヨウ ヒツヨウ

						　改築 カイチク

						（６）全国防災事業に伴って実施する継ぎ足し単独事業 ゼンコク ボウサイ ジギョウ トモナ ジッシ ツ タ タンドク ジギョウ























































































































































順番入れ替え後



				１．対象事業　【地方単独事業((6)を除く） 】　（下線部は、平成２９年度以降の対象事業として追加したもの） タイショウ ジギョウ チホウ タンドク ジギョウ ノゾ カセンブ ヘイセイ ネンド イコウ タイショウ ジギョウ ツイカ

				（１）大規模災害時の防災・減災対策のために必要な施設の整備 ダイキボ サイガイ ジ ボウサイ ゲンサイ タイサク ヒツヨウ シセツ セイビ		（３）津波対策の観点から移転が必要と位置づけられた公共施設等の移設 ツナミ タイサク カンテン イテン ヒツヨウ イチ コウキョウ シセツナド イセツ

				○防災拠点施設（地域防災センター等） ボウサイ キョテン シセツ チイキ ボウサイ トウ		○津波浸水想定区域内にあり、地域防災計画上、必要な災害対策の拠点
　となる施設や、災害時に援護が必要となる者のための施設の移転 ツナミ シンスイ ソウテイ クイキナイ チイキ ボウサイ ケイカク ジョウ ヒツヨウ サイガイ タイサク キョテン シセツ サイガイ ジ エンゴ ヒツヨウ モノ シセツ イテン

				○防災資機材等備蓄施設、拠点避難地 ボウサイ シキザイ トウ ビチク シセツ キョテン ヒナンチ

				○非常用電源 ヒジョウヨウ デンゲン		（４）消防広域化事業等 ショウボウ コウイキカ ジギョウ トウ

				○津波避難タワー、活動火山対策避難施設等 ツナミ ヒナン トウ		○広域消防運営計画又は消防署所等の再編整備計画に基づき必要となる
　消防署所等の増改築又は整備事業を対象 コウイキ ショウボウ ウンエイ ケイカク マタ ショウボウショ ジョナド サイヘン セイビ ケイカク モト ヒツヨウ ショウボウショ ジョナド ゾウカイチク マタ セイビ ジギョウ タイショウ

				○避難路・避難階段 ヒナンロ ヒナン カイダン

				○指定緊急避難場所や指定避難所において防災機能を強化するための施設 シテイ キンキュウ ヒナン バショ シテイ ヒナンジョ ボウサイ キノウ キョウカ シセツ		○上記計画に基づき機能強化を図る消防車両等の整備 ジョウキ ケイカク モト キノウ キョウカ ハカ ショウボウ シャリョウ トウ セイビ

				○指定避難所における避難者の生活環境の改善のための施設 シテイ ヒナンジョ ヒナンシャ セイカツ カンキョウ カイゼン シセツ		○統合される消防本部を消防署所等として有効活用するために必要とな トウゴウ ショウボウ ホンブ ショウボウ ショ トコロ トウ ユウコウ カツヨウ ヒツヨウ

				　（空調・Wi-Fi等）の整備 セイビ		　る改築 カイチク

				○緊急消防援助隊の救助活動等拠点施設 キンキュウ ショウボウ エンジョ タイ キュウジョ カツドウ トウ キョテン シセツ		○消防機関間の柔軟な連携・協力（共同化）に伴う高機能消防指令セン ショウボウ キカン カン ジュウナン レンケイ キョウリョク キョウドウカ

				○緊急消防援助隊の機能強化を図るための車両資機材等 キンキュウ ショウボウ エンジョタイ キノウ キョウカ ハカ シャリョウ シキザイ トウ		　ターの整備 セイビ

				○消防団の機能強化を図るための施設・設備 ショウボウ ダン キノウ キョウカ ハカ シセツ セツビ		（５）地域防災計画上に定められた公共施設・公用施設の耐震化 チイキ ボウサイ ケイカクジョウ サダ コウキョウ シセツ コウヨウ シセツ タイシン カ

				○消防水利施設 ショウボウ スイリ シセツ		○指定避難所とされている公共施設及び公用施設 シテイ ヒナンジョ コウキョウ シセツ オヨ コウヨウ シセツ

				○初期消火資機材 ショキ ショウカ シキザイ		○災害時に災害対策の拠点となる公共施設及び公用施設 サイガイ トキ サイガイ タイサク キョテン コウキョウ シセツ オヨ コウヨウ シセツ

				（２）大規模災害に迅速に対応するための情報網の構築 ダイキボ サイガイ ジンソク タイオウ ジョウホウ モウ コウチク		○不特定多数の者が利用する公共施設 フトクテイ タスウ モノ リヨウ コウキョウ シセツ

				○防災行政無線のデジタル化 ボウサイ ギョウセイ ムセン カ		○社会福祉事業の用に供する公共施設 シャカイ フクシ ジギョウ ヨウ キョウ コウキョウ シセツ

				○全国瞬時警報システム（ＪーＡＬＥＲＴ）の新型受信機の導入・情報 ゼンコク シュンジ ケイホウ シンガタ ジュシンキ ドウニュウ ジョウホウ		○幼稚園等 ヨウチエン トウ

				　伝達手段の多重化 デンタツ シュダン タジュウカ		※消防署所等については、耐震性が十分でないことから、早急に耐震化 ショウボウ ショ トコロ トウ タイシンセイ ジュウブン サッキュウ タイシンカ

				○高機能消防指令センター（消防救急無線のデジタル化に伴うもの） コウキノウ ショウボウ シレイ ショウボウ キュウキュウ ムセン カ トモナ		　を行う必要があり全部改築することがやむを得ないと認められるもの オコナ ヒツヨウ ゼンブ カイチク エ ミト

				○防災情報システム、衛星通信ネットワークシステム等、大規模災害時
　の情報伝達のために必要な通信施設 ボウサイ ジョウホウ エイセイ ツウシン トウ ダイキボ サイガイジ ジョウホウ デンタツ ヒツヨウ ツウシン シセツ		　についても対象 タイショウ

						（６）特定地域の振興や生活環境の整備を目的とした国庫補助金（※）の交付
　　を受けて実施する(1)～(5)の事業 トクテイ チイキ シンコウ セイカツ カンキョウ セイビ モクテキ コッコ ホジョキン コウフ ジッシ ジギョウ

				○災害時オペレーションシステム サイガイジ
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※ 事業費全額について緊急防災・減災事業債を活用し、５年元金均等で償還する場合(「元利」措置のため、利払いも同様の措置となりますが、簡略化のため省略）

〇 地方債措置については、「充当率」や「元利償還金の基準財政需要額算入」の理解が不可欠です。

・「充当率」：地方債発行額の算定のため、対象事業費から補助金等の特定財源を控除した額(地方負担額)に乗じる率

（対象事業費に対しての地方債発行額が計算されます）

・「元利償還金の基準財政需要額算入」:地方交付税措置(額・率)ともいいますが、地方債の元利償還金の一定割合を、

地方交付税(普通交付税)の基準財政需要額に算入することをいいます。(別紙参照)

地方債における地方交付税措置の仕組み①

地方債発行額＝地方負担額×充当率

(例)緊急消防援助隊に登録する海水利用型消防水利システム

（スーパーポンパー）を１億円で整備する場合

《実質的な負担額》

2,000万円(償還額)－1,400万円(地方交付税措置額)
＝ 600万円

600万円 × 5年 ＝
（１億円－0.7億円）

(例)緊急消防援助隊に登録する海水利用型消防水利システム

（スーパーポンパー）を１億円で整備する場合

(構成団体は４団体(A市,B市,C市,D市)で、負担割合は４：３：２：１とします)

《A市、D市の実質的な負担額》

A市：(2,000万円(償還金)－1,400万円）×4/10（負担割合）＝ 240万円

D市：(2,000万円(償還金)－1,400万円) ×1/10（負担割合）＝ 60万円

※ B市・C市については同様の計算により、それぞれ180万円・120万円となる。

A市：240万円 × 5年 D市：60万円 × 5年

※ B市・C市については同様の計算により、それぞれ900万円・600万円となる。

一部事務組合等市町村

1億円

2,000万円

1,400万円

2,000万円

1,400万円

2,000万円

1,400万円

2,000万円

1,400万円

2,000万円

1,400万円

地方交付税
措置率
×０．７

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

3,000万円

１億円

2,000万円

1,400万円

2,000万円

1,400万円

2,000万円

1,400万円

2,000万円

1,400万円

2,000万円

1,400万円

元利償還金の基準財政需要額算入（イメージ）

償還額
(１億円)

地方
交付税
措置額
(0.7億円)

地方交付税
措置率
×０．７

償還額
(１億円)
地方
交付税
措置額
(0.7億円)

300万円1,200万円

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

※ 地方交付税措置は、(負担割合に応じて)
市町村に対して措置されます

一部事務組合等
が起債・償還

※ 一部事務組合等が
起債し、元利償還に
際して構成団体から、
負担割合に応じて
負担金を徴収・償還す
るものとします

[

単
年
度]

[

全
体]

[

全

体]

[

単
年
度]

＝＝



普通交付税の基準財政需要額に、当該地方債の元利償還金の一定割合が加算されることにより、
普通交付税額の額が増額されます。

〇 特定の地方債においては、元利償還金(元金及び利息)の一定割合を、後年度の普通交付税の
基準財政需要額に算入する措置(地方交付税措置)が講じられています。

基準財政収入額

基準財政需要額に加算
＝ 単位費用 × 測定単位 × 補正係数

普通交付税

加算

増額

事 業 名 充 当 率 地方交付税措置率
緊急防災・減災事業 １００％ ７０％
防災対策事業 ７５％（※１） ３０％（※１）

公共施設等適正管理推進事業 ９０％（※２） ３０％等
施設整備事業(一般財源化分) １／３等(従前の補助金額の100%) ７０％
過疎対策事業 １００％ ７０％
辺地対策事業 １００％ ８０％

主な事業と地方交付税措置率等

地方交付税措置の仕組み

※１ デジタル化関連事業等：充当率９０％、地方交付税措置率５０％
※２ 市町村役場機能緊急保全事業：地方交付税措置対象分７５％

地方債における地方交付税措置の仕組み②



平成 29 年度地方債同意等基準（抜粋） 

平成 29 年総務省告示第 139 号 

第二 協議団体に係る同意基準

二 協議に当たっての事業区分

１ 通常収支分

地方債（ 通常収支分） の協議に当たっては、次に掲げる事業区分を協議の単位とし、それ

ぞれに定める事業等を対象とするものとする（ ただし、２に掲げる事業の対象となるものを

除く。）。

㈠ 一般会計債

⑸ 一般単独事業

⑥ 緊急防災・減災事業

緊急防災・減災事業については、防災基盤の整備事業並びに公共施設及び公用施設

の耐震化事業で、東日本大震災及び平成 28 年熊本地震を教訓として、全国的に緊急

に実施する必要性が高く、即効性のある防災、減災のための地方単独事業等を対象と

するものとする。

参考資料

910351
テキストボックス
参　考　資　料

910351
ノート注釈
910351 : Unmarked



平成 29 年度地方債同意等基準運用要綱（抜粋） 

第一 簡易協議等手続きに関する事項

二 対象事業に関する事項

１ 通常収支分

  簡易協議等手続の対象となる事業区分（通常収支分）の対象事業の取扱いについては、同意

等基準及び第一の一の一般的事項に定めるもののほか、次に掲げるところによるものであるこ

と。

㈠ 一般会計債

⑸ 一般単独事業

③ 防災対策事業

ア 防災基盤整備事業は、消防防災施設整備事業、津波浸水想定区域移転事業及び消防

広域化及び消防の連携・協力関連事業であり、具体的には次の事業を対象とするもの

であること。

(ｱ) 消防防災施設整備事業

防災・減災に資する消防防災施設の整備に関する事業で地域防災計画と整合性を図

りつつ行う事業であり、具体的には、次の施設の整備に関する事業を対象とする。

ａ 防災拠点施設（地域防災センター等）

ｂ 防災資機材等備蓄施設及び拠点避難地

ｃ 非常用電源

ｄ 緊急時に避難又は退避するための施設(津波避難タワー、活動火山対策避難施設等) 

ｅ 避難路・避難階段

ｆ 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）に基づく指定緊急避難場所及び指定避

難所（以下「指定避難所」という。）において防災機能を強化するための施設

ｇ 指定避難所における避難者の生活環境の改善のための施設(空調・Wi-Fi 等)の整備 

ｈ 緊急消防援助隊の救助活動等拠点施設

ｉ 緊急消防援助隊の編成に必要な施設

ｊ 消防団に整備される施設

ｋ 消防水利施設



ｌ 初期消火資機材 

ｍ 消防本部又は消防署に整備される施設 

ｎ 消防防災情報通信施設 

ｏ 都道府県が平成 32 年度までに整備する実践的訓練設備（模擬消火訓練装置（AFT）
及び実火災体験型訓練装置（ホットトレーニング）） 

(ｲ) 津波浸水想定区域移転事業 

津波浸水想定区域内にあり、地域防災計画上、津波対策の観点から移転が必要と位

置付けられた公共施設及び公用施設の移転を対象とする。 

ａ 大規模地震が発生した場合に甚大な被害を受けると想定され、災害応急対策上不

可欠となる防災対策の拠点施設及び災害時に特に配慮が必要となる者（以下「要配

慮者」という。）のための施設を対象とするものであること。 

ｂ 庁舎については、原則として次に定める面積及び㎡当たり単価に基づき算定した

額を上限として起債対象事業費を算出するものであること。 

(a) 面積 

入居職員数×職員一人当たり面積（35.3 ㎡）と移転前面積を比較して大きい方 

(b) ㎡当たり単価 361 千円 

ｃ 庁舎以外の公共施設又は公用施設の移転については、原則として移転前の延床面

積を上限とするものであること。 

ｄ 用地については、移転前の用地面積を上限とするものであること（庁舎の用地費

については、ｂで算定した起債対象事業費とは別に対象となるものであるこ

と。）。 

ｅ 地理的な制約のため津波浸水想定区域内において建替えを行う場合のかさ上げに

要する経費等も対象となるものであること（庁舎のかさ上げに要する経費等につい

ては、ｂで算定した起債対象事業費とは別に対象となるものであること。）。 

(ｳ) 消防広域化及び消防の連携・協力関連事業 

「市町村の消防の広域化に関する基本指針」（平成 18 年消防庁告示第 33 号）に

基づき、広域化したもの又は広域化の期限までに広域化するもの（消防広域化重点

地域に指定されたものに限る。）が実施する消防広域化事業又は「消防の連携・協

力の推進について」（平成 29 年４月１日付け消防消第 59 号消防庁長官通知）に基

づき、消防の連携・協力を行うものが実施する消防の連携・協力に関する事業であ

り、具体的には次の事業を対象とする。 

ａ 広域消防運営計画又は消防署所等（消防署、出張所及び指令センターをいう。以

下同じ。）の再編整備計画（以下「広域消防運営計画等」という。）に基づき、必



要となる消防署所等の増改築（一体的に整備する自主防災組織等のための訓練研修

施設を含む。） 

ただし、広域消防運営計画等において消防署所等の再配置が必要であると位置付

けられたものは、新築についても対象とするものであること。 

ｂ 広域消防運営計画等に基づく消防署所等の統合による効率化等により、機能強化

を図る消防用車両等の整備 

ｃ 広域消防運営計画等に基づき統合される消防本部を消防署所等として有効活用す

るために必要となる改築 

ｄ 連携・協力実施計画に基づき、必要となる高機能消防指令センター及び消防用車

両等の整備 

なお、(ｱ)ｎのうち防災行政無線整備事業(デジタル方式で整備するものに限る。)、
(ｳ)ａのうち高機能消防指令センター、(ｳ)ｂ及び(ｳ)ｄについては、デジタル化関連事

業等とする。 

イ 公共施設及び公用施設の耐震化事業は、大規模災害時に防災拠点となることや人命

に対する被害等が生じると見込まれるため、地域防災計画上、その耐震改修を進める

必要があるとされた公共施設及び公用施設の耐震化であり、具体的には次の施設を対

象とするものであること。 

(ｱ) 指定避難所とされている学校等の公共施設及び公用施設 

(ｲ) 災害時に災害対策の拠点となる公共施設及び公用施設 

(ｳ) 不特定多数の者が利用する公共施設（橋梁等の道路及び歩道橋等の交通安全施設を

含む。） 

(ｴ) 災害時に要配慮者対策が必要となる社会福祉事業の用に供する公共施設 

(ｵ) 災害時に要配慮者対策が必要となる幼稚園、特別支援学校及び認定こども園（学校

法人が実施する指定避難所以外の施設については、国庫補助と併せて地方公共団体

が助成する場合に限り、事業費の６分の１以内の額を対象とするものであるこ

と。） 

(ｶ) 地震による倒壊の危険性が高い庁舎及び指定避難所（Is 値 0.3 未満）であって、地

震防災対策特別措置法（平成７年法律第 111 号）に基づく地震防災緊急事業五箇年

計画に定められた施設 

なお、原則として耐震化を目的とする当該施設の一部改築又は増築を対象とするも

のであること。ただし、消防署所等については、耐震性が十分でないことから、早急

に耐震化を行う必要があり全部改築することがやむを得ないと認められるものについ

て対象とするものであること。 

ウ 自然災害防止事業は、地域防災計画に掲げられている災害危険区域において、災害

の発生を予防し、又は災害の拡大を予防するために地方単独事業として行う治山、砂



防、地すべり、河川、林地崩壊、急傾斜地崩壊、ため池、小規模山地崩壊、海岸保

全、湛水防除、特殊土壌、道路防災、地盤沈下対策又は防雪施設に係る事業（市町村

への補助金及び都道府県事業への負担金を含む。）を対象とするものであること。 

④ （略） 

⑤ 緊急防災・減災事業 

ア 緊急防災・減災事業については、次に掲げる事業を対象とするものであること。 

(ｱ) 大規模災害時の防災・減災対策のために必要な施設の整備 

ａ ③ア(ｱ)ａからｈまで、ｋ及びｌに掲げる事業 

ｂ ③ア(ｱ)ｉのうち、緊急消防援助隊の機能強化を図るための車両資機材等 

ｃ ③ア(ｱ)ｊのうち、消防団の機能強化を図るための施設・設備 

(ｲ) 大規模災害に迅速に対応するために緊急に整備する必要のある情報網の構築 

③ア(ｱ)ｎのうち、次の事業を対象とする。 

ａ 防災行政無線のデジタル化 

ｂ 全国瞬時警報システム（J-ALERT）の新型受信機の導入・情報伝達手段の多重化 

ｃ 高機能消防指令センター（消防救急無線のデジタル化に併せて整備するものに限

る。） 

ｄ 防災情報システム、衛星通信ネットワークシステムなど大規模災害時の情報伝達

のために必要な通信施設 

ｅ 災害時オペレーションシステム 

(ｳ) 津波浸水想定区域内にあり、地域防災計画上、津波対策の観点から移転が必要と位

置付けられた公共施設及び公用施設の移転 

③ア(ｲ)の事業 

(ｴ) 「市町村の消防の広域化に関する基本指針」に基づき、広域化したもの又は広域化

の期限までに広域化するもの（消防広域化重点地域に指定されたものに限る。）が

実施する消防広域化事業又は「消防の連携・協力の推進について」（平成 29 年４

月１日付け消防消第 59 号消防庁長官通知）に基づき、消防の連携・協力を行うも

のが実施する消防の連携・協力に関する事業 

ａ ③ア(ｳ)ａからｃの事業 

ｂ ③ア(ｳ)ｄのうち、高機能消防指令センター 



(ｵ) 大規模災害時に防災拠点となることや人命に対する被害等が生じると見込まれるた

め、地域防災計画上、その耐震改修を進める必要があるとされた公共施設及び公用

施設の耐震化 

③イの事業 

イ 上記アで対象としている事業を、防衛施設周辺の生活環境の整備に係る補助金、離

島活性化交付金及び奄美群島振興交付金を受けて実施する場合も、緊急防災・減災事

業の対象とするものであること。 

ウ 資金は、地方公共団体金融機構資金又は民間等資金とすること。 

  



平成 29 年度地方債についての質疑応答集（抜粋） 

平成 29 年４月３日付け総務省自治財政局地方債課事務連絡 

 
【11 防災対策事業（緊急防災・減災事業にも該当する事業に係る取扱いは共通）】 
Ｑ11-１ 「消防防災施設整備事業」は、具体的にどのような事業が対象ですか。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
Ａ11-１ 
・ 運用要綱(ｱ)ａの「防災拠点施設（地域防災センター等）」とは、「消防団拠点施設及び地域防災の拠点

施設について」(平成 26 年３月 28 日付け消防災第 122 号消防庁国民保護・防災部防災課長通知)を踏

まえて整備された災害時に自主防災組織等の活動拠点となるよう、備蓄倉庫や資機材庫等の機能を備

え、平時に自主防災組織等の訓練・研修等が行える公共施設が対象です。 
なお、庁舎等との複合施設として整備する場合には、防災拠点施設に係る部分とその他の部分を区

分した上で、防災拠点施設に係る部分のみを対象とする必要があります。 
・ 運用要綱(ｱ)ｂの「拠点避難地」とは、夜間照明や備蓄倉庫等を併設した大規模災害発生時の避難地と

なる施設が対象です。 
・ 運用要綱(ｱ)ｃの「非常用電源」とは、非常用電源の設置に加え、既存の非常用電源に対する浸水・地

震対策（上層階への移設、防護板の設置等）に要する経費も対象となります。 
・ 運用要綱(ｱ)ｅの「避難路・避難階段」とは、津波をはじめとした災害時において、避難するために特

に必要な道路（避難経路や緊急車両の進入経路等として確保しなければならないもの）や階段の新

設・改良等が対象です。一般的な道路の防災工事は、防災対策事業（自然災害防止事業）、地方道路等

整備事業などの対象となります。 
・ 運用要綱(ｱ)ｆの「指定緊急避難場所及び指定避難所において防災機能を強化するための施設」とは、

夜間照明、避難のための屋上階段、天井に設置されている設備の落下防止対策など避難者の安全性向

上のために必要な改修等が対象です。 
・ 運用要綱(ｱ)ｇの「指定避難所における避難者の生活環境の改善のための施設」とは、避難者のための

トイレ・シャワー・空調設備・Wi-Fi 等、避難収容室や備蓄倉庫の改造・改築等、避難者が生活する

ために必要な施設が対象です。なお、Wi-Fi の整備については、制御・監視装置（例：運用管理用サ

ーバやシステム等）、電源設備（例：蓄電池、無停電電源装置等）伝送路設備（例：光ファイバーケー

ブル、引込線等）を指定避難所における Wi-Fi アクセスポイントとあわせて整備する場合に対象とな

ります。 
・ 運用要綱(ｱ)ｈの「緊急消防援助隊の救助活動等拠点施設」とは、緊急消防援助隊の活動に必要な燃料

貯蔵施設や活動資機材保管施設、ヘリコプター離着陸場等、緊急消防援助隊が長期かつ広範囲に活動

するに当たって必要な各種施設のことです。 
・ 運用要綱(ｱ)ｉの「緊急消防援助隊の編成に必要な施設」とは、消防艇やテロ対策用特殊救助資機材、

海水利用型消防水利システム等、緊急消防援助隊を編成し広域応援を行うのに必要な施設のことです。 
・ 運用要綱(ｱ)ｊの「消防団に整備される施設」とは、消防団活動を行うにあたり必要となる、指揮広報

車、消防ポンプ自動車、消防団情報伝達システム、「消防団拠点施設及び地域防災の拠点施設について」

(平成 26 年３月 28 日付け消防災第 122 号消防庁国民保護・防災部防災課長通知)を踏まえて整備され

た消防団拠点施設等のことです。 
・ 運用要綱(ｱ)ｋの「消防水利施設」及びｌの「初期消火資機材」を整備する場合における地域防災計画

との整合性については、整備の必要性や地域の実情に応じた計画的な配置とともに、自主防災組織の

育成や活動（消火訓練や資機材の点検等）に関する内容も求められます。 
・ 運用要綱(ｱ)ｍの「消防本部又は消防署に整備される施設」とは、電源車及び特殊災害対応自動車のほ

か、消防ポンプ自動車(水槽付消防ポンプ自動車及び化学消防ポンプ自動車を含む。)、はしご付消防

ポンプ自動車、高規格救急自動車、救助工作車及び指揮車で、消防力の整備指針に基づきそれぞれの

車両ごとに算定された数を超えて整備される車両のことです。 
・ 運用要綱(ｱ)ｎの「消防防災情報通信施設」とは、消防救急無線、防災行政無線、全国瞬時警報システ



ム（J-ALERT）、高機能消防指令センター、防災情報システム（河川水位等の情報を関係機関や避難

所に送り、警報等を呼びかけるシステムや、被災者関連機能（被災者台帳管理、罹災証明書発行、建

物被害調査、仮設住宅管理、義援金交付）、避難所関連機能（避難所のニーズ把握、避難所運営、備蓄

物資・救援物資管理）、避難行動要支援者関連機能、関係機関等との災害情報等共有機能、職員参集連

絡機能等を有するシステム）、要援護者緊急通報システム、震度計・自動震度警報装置、災害時オペレ

ーションシステム（災害対策本部や消防本部等に設置する、ヘリテレや地上設置カメラによる画像等

をリアルタイムで大型スクリーンに表示し、同時に関係機関間で共有する機能等を有するシステム）

等、災害発生情報や防災に関する情報を広く伝えるための通信施設等のことです。 
・ 運用要綱(ｱ)ｏの「実践的訓練設備」とは、「消防学校における実践的訓練施設の整備の推進について」

(平成 29 年４月３日付け消防消第 62 号消防庁消防・救急課長通知)に基づいて整備される模擬消火訓

練装置（AFT）、実火災体験型訓練装置(ホットトレーニング)のことです。 
 
Ｑ11-２ 「津波浸水想定区域移転事業」は、具体的にどのような事業が対象ですか。＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
Ａ11-２ 
・ 運用要綱(ｲ)の「津波浸水想定区域移転事業」の対象となる施設は、災害応急対策上不可欠となる防災

対策の拠点である庁舎や消防庁舎、学校施設及び災害時に特に配慮が必要となる者（以下「要配慮者」

という。）のための施設である保育所や老人福祉施設といった社会福祉施設等のうち、地域防災計画で

移転が必要と定められている施設を対象とします。また、起債対象事業費や面積が上限を超えたもの

については、当該施設の建設に対応する本来の事業債の対象となります。 
 
Ｑ11-３ 「消防広域化及び消防の連携・協力関連事業」は、具体的にどのような事業が対象ですか。＿＿ 
Ａ11-３ 
・ 運用要綱(ｳ)の「消防広域化及び消防の連携・協力関連事業」について、広域消防運営計画等に基づき

実施するものについては、広域化前に着手するものについても対象となります。運用要綱(ｳ)のうちａ

及びｃについては広域化後 10 年度以内に完了する事業、ｂについては５年度以内に完了する事業を対

象とします。なお、市町村の消防の広域化に関する基本指針の一部を改正する告示（平成 25 年消防庁

告示第 4 号）による改正前の市町村の消防の広域化に関する基本方針に定められていた期限（平成 25
年３月 31 日）までに広域化した場合には当該期限の日の翌日から起算します。 

また、「広域消防運営計画等」に基づき必要となる消防署所等の増改築等とは、広域化による管理部

門の合理化等により新たに現場活動要員や消防車両等を配置するために必要となるもの等であり、具

体的には、近接する署所を統合し新たに署所を設置する場合や、常備消防を持たない町村の地域を管

轄する署所を新設する場合など、機能を強化するための事業が対象です。ただし、消防本部（指令セ

ンターを除く）、職員宿舎及び老朽化のための消防署所等の増改築については対象とならないものです。 
新築が対象となる署所等の再配置とは、広域化に伴い、近接する署所等を統合し新たに分署を設置

する場合や、非常備消防の地域を管轄する署所等を新設する場合などであり、単なる署所等の更新は

対象となりません。 
・ 運用要綱(ｳ)の「消防の連携・協力関連事業」について、連携・協力実施計画に基づき実施するものに

ついては、連携・協力の実施前に着手するものについても対象となります。運用要綱(ｳ)ｄのうち高機

能消防指令センターについては連携・協力実施計画に位置付けた後、10 年度以内に完了する事業、消

防用車両等については５年度以内に完了する事業を対象とします。 
・ 消防用車両等の共同整備とは、複数の消防本部の管轄区域を出動範囲とする車両を共同で整備するこ

とであり、複数の車両を同時に共同で整備した後に、各車両については各々の消防本部が所有し、当

該車両の出動範囲が個別の消防本部の管轄区域内にとどまる場合は、対象となりません。複数の消防

本部のうち一つの消防本部が車両を購入、所有し、他の消防本部は負担金を支出する場合等、共同整

備された車両を共有しない場合であっても、当該車両の出動範囲が、複数の消防本部の管轄区域にわ

たるものである場合は、対象となります。 
 



Ｑ11-４ 「公共施設及び公用施設の耐震化事業」は、具体的にどのような事業が対象ですか。＿＿＿＿＿ 
Ａ11-４ 大規模地震等災害時に防災拠点となる公共施設等の耐震化事業であり、具体的な対象事業等は、

運用要綱に定めるもののほか次のとおりです。 
・ 対象となる建築物は、原則として、非木造の 2 階以上又は延床面積 200 ㎡超の建築物であって、地震

に対する安全性に係る建築基準法（昭和 25年法律第 201 号）又はこれに基づく命令若しくは条例の規

定に適合しない建築物で同法第 3 条第 2 項の規定の適用を受けているものが対象です。 
また、平成 25 年度の「建築基準法施行令」及び関連省令の一部改正により、既存不適格建築物の増

改築における緩和要件に追加された、天井落下防止対策事業（６ｍ以上の高さにある 200 ㎡以上の吊

り天井）も対象です。 
・ 耐震補強のほか、制震化、免震化に要する経費についても対象となります。また、非構造部材につい

ても、耐震診断を行った結果、耐震補強工事が必要とされたものについては、対象となります。 
・ 運用要綱(ｲ)の「災害時に災害対策の拠点となる公共施設及び公用施設」とは、災害時に災害対策本部

が設けられる庁舎、消防庁舎など、発災時に災害対策の拠点となる施設のことです。 
・ 運用要綱(ｴ)の「災害時に要配慮者対策が必要となる社会福祉事業の用に供する公共施設」とは、児童

福祉施設その他の社会福祉施設のうち、公営企業債の対象となる施設を除いた施設の整備事業が対象

です。 
なお、消防署所等について、「耐震性が十分でないことから、早急に耐震化を行う必要があり全部改

築することがやむを得ないと認められるもの」とは、Is 値 0.6 未満であって、耐震補強を行ったとし

ても所要の耐震性を確保できない場合や、耐震補強後の耐用年数等を考慮したトータルコストが全部

改築した場合のトータルコストを上回ることが明らかな場合です。 
また、移転を伴う全部改築でも、耐震化のために必要な移転であれば、用地費も含めて対象となり

ます。 
 

【12 緊急防災・減災事業】 
Ｑ12-１ 緊急防災・減災事業の期間はいつまでですか。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
Ａ12-１ 東日本大震災の復興・創生期間である平成 32 年度までです。 
 
Ｑ12-２ 既存の施設・設備の更新は、対象となりますか。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
Ａ12-２ 既存の施設・設備の更新は、長期的視点に立って、計画的に取り組むべきものであり、緊急

性・即効性のある事業を対象とした緊急防災・減災事業の対象ではなく、防災対策事業の対象となり

ます。 
 
Ｑ12-３ 緊急防災・減災事業のうち「緊急消防援助隊の機能強化を図るための車両資機材等」の整備と

は、具体的にどのような事業ですか。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
Ａ12-３ 
・ 防災対策事業の対象となる緊急消防援助隊の編成に必要な施設のうち、車両、ヘリコプター、消防艇

及びこれらに付随する資機材（以下「車両等」という。）の新規登録のための整備並びに車両等の高性

能なものへの更新、新規登録のために整備する車両等を保管する施設の整備など、大規模災害に対応

して、機能を強化するための事業のことです。 
 
Ｑ12-４ 緊急防災・減災事業のうち「消防団の機能強化を図るための施設・設備」の整備とは、具体的

にどのような事業ですか。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
Ａ12-４ 
・ 防災対策事業の対象となる消防団に整備される施設のうち、東日本大震災を教訓として、津波災害等

の大規模災害時において住民の安全に直結する消防団の強化に係るものを対象とし、具体的には消防

団車両の増強・初期消火資機材の増強や、救助活動等を行うために必要な車両の整備、避難誘導を行

う消防団の情報伝達手段の整備、消防団拠点施設の増強などの事業のことです。 
 



Ｑ12-５ 庁舎や公民館を新設する場合に、地域防災センターを併設したいと考えていますが、緊急防
災・減災事業の対象となりますか。___________________________________________________________                                

Ａ12-５ 事業費を按分し、地域防災センター等の防災拠点施設として整備する部分については、緊急防

災・減災事業の対象となります。 
 
Ｑ12-６ 都道府県が整備する防災行政無線のデジタル化も、緊急防災・減災事業の対象となりますか。

また、都道府県が防災行政無線のデジタル化を実施する場合に市町村から受益者負担金を徴収する場

合、当該市町村における負担金も対象となりますか。___________________________________________ 
Ａ12-６ 対象となります。市町村の受益者負担金についても対象となります。 
 
Ｑ12-７ 津波対策の観点から公共施設及び公用施設を移転する場合、移転前の延床面積を上限として対

象となるのが原則ですが、例外として移転前の延床面積を超えて、緊急防災・減災事業の対象となる

ケースがあるのでしょうか。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 
Ａ12-７ 法令等で面積基準が定められている建物（例：養護老人ホーム）で、法令等の基準ができる前

に建築されたものを移転する場合において、延床面積を現在よりも増やさなければ法令等の遵守がで

きない場合には、移転前の延床面積を超えて対象とすることができます。 
 
Ｑ12-８ 津波浸水想定区域内にある公共施設及び公用施設を高台に移転する場合に、通常の用地費以外

にも法面の造成工事等が必要となる見込みです。このような高台移転に起因したかかり増しの造成工
事も対象となりますか。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

Ａ12-８ 移転前の用地面積を上限とする通常の用地費とは別に、移転に伴う追加工事として対象となり

ます。 
 
Ｑ12-９ 津波浸水想定区域内にある施設を移転したいのですが、自治体区域内に高台などの適切な移転

先がなく、津波浸水想定区域内で建て替えをせざるを得ない状況です。このような場合でも「津波浸
水想定区域移転事業」の対象となりますか。___________________________________________________ 

Ａ12-９ 地理的な制約がある中で、かさ上げなどの津波浸水対策を講じることにより、高台移転と同等

の効果が見込まれるものであり、想定される津波の高さ等を踏まえた津波浸水対策の実効性が担保さ

れ、地域防災計画の中に事業の必要性が位置付けられていれば、対象となり得ます。この場合のかさ

上げなどのためのコストは、通常の建設費や用地費とは別に、津波浸水対策のための追加工事費とし

て対象として差し支えありません。 
 
Ｑ12-10 津波浸水想定区域移転事業における「津波浸水想定区域」とは、どのようなものですか。_____ 
Ａ12-10 想定される地震・津波災害の軽減を図るため、都道府県が作成し、地域の住民に周知されると

ともに防災・減災対策に活用されている津波浸水予測の区域や、津波防災地域づくりに関する法律

（平成 23 年法律第 123 号）に基づき都道府県が設定した津波浸水想定の区域などが該当します。 
 
Ｑ12-11 「津波浸水想定区域移転事業」の起債対象事業費の算出に用いる庁舎の「入居職員」の範囲に

ついて教えてください。_____________________________________________________________________ 
Ａ12-11 対象となる「入居職員」は、移転後の庁舎の入居職員のうち、地方公共団体定員管理調査（第

１表～第３表）の対象となる職員（公営企業会計に属する職員は除く。）です。 
 
Ｑ12-12 庁舎の移転事業にかかる解体撤去費は対象となりますか。_________________________________ 
Ａ12-12 既存の建物を撤去しなければ移転ができない場合の解体撤去費については、同意等基準運用要

綱の防災対策事業ア(ｲ)ｂに基づき算出した起債対象事業費内で対象となります。 
 
Ｑ12-13 広域消防運営計画等に基づき、近接する署所等を統合して新たに分署を設置する場合や、非常

備消防の地域を管轄する署所等を新設する場合において、用地費も緊急防災・減災事業の対象となり



ますか。___________________________________________________________________________________ 
Ａ12-13 対象となります。 

Ｑ12-14 指定避難所とされている学校施設の耐震化については、地方公共団体が実施する場合だけでな

く、学校法人が実施する耐震化に対して地方公共団体が助成する場合も緊急防災・減災事業の対象と

なりますか。_______________________________________________________________________________ 
Ａ12-14 対象となります。 

Ｑ12-15 指定避難所とされていない学校施設の耐震化については、緊急防災・減災事業の対象となりま
すか。_____________________________________________________________________________________ 

Ａ12-15 乳幼児等の災害時要配慮者対策の観点から、指定避難所以外の幼稚園、特別支援学校及び認定

こども園の耐震化については対象となります。この際、学校法人が実施する指定避難所以外の私立幼

稚園等の耐震化については、国庫補助と併せて地方公共団体が独自に助成する場合に限り、事業費の

６分の１以内の額が対象となります。

Ｑ12-16 社会福祉法人が実施する保育所等の耐震化に対して地方公共団体が助成する場合、緊急防災・
減災事業の対象となりますか。_______________________________________________________________ 

Ａ12-16 対象となります。 

Ｑ12-17 消防署所等が消防本部と同じ建物となっており、耐震化のために全部改築を行う場合、どの部
分が緊急防災・減災事業の対象となりますか。_________________________________________________ 

Ａ12-17 耐震化のために全部改築を行う場合、緊急防災・減災事業の対象となるのは、消防署所等に属

する部分及び消防本部のうち消防署所等と同等の機能を有していると認められる部分（消防車両の車

庫、資機材庫、自主防災組織等の訓練や研修を行うための部屋など、通常は消防署所等に整備される

ものであるが消防本部部分に整備されているもの等）が対象となります。

Ｑ12-18 デジタル防災行政無線の戸別受信機を整備する場合は、緊急防災・減災事業の対象となります
か。_______________________________________________________________________________________ 

Ａ12-18 デジタル防災行政無線の屋外スピーカー等と一体で整備する場合については、対象となります。 

Ｑ12-19 住民への災害関連情報の伝達を目的とした地域振興波又は防災行政無線アナログ波（以下「地
域振興波等」という。）を活用した戸別受信機の整備は、緊急防災・減災事業の対象となりますか。__ 

Ａ12-19 「市町村防災行政無線（同報系）等の戸別受信機の整備に係る財政措置の拡充について」（平成

29 年４月３日付け消防情第 106 号消防庁国民保護・防災部防災情報室長通知）により、次の要件等を

満たす場合には、地域振興波等を活用した戸別受信機についても、地域振興波等の送信機等と一体で

整備する場合については、対象となります。詳しくは、同通知をご参照ください。

・ 整備経費及び運用経費の合計がデジタル戸別受信機を整備する場合よりも安価であること。

・ 各施設が十分な耐災害性（地震対策・停電対策・浸水対策）を有すること。

Ｑ12-20 防災行政無線の代替として「大規模災害時の情報伝達のために必要な通信施設」を整備する場
合は、どのような通信施設が、緊急防災・減災事業の対象となりますか。_________________________ 

Ａ12-20 「災害時の住民への情報伝達体制の更なる強化について」（平成 28 年４月１日付け消防情第 96
号消防庁国民保護・防災部防災情報室長通知）により、次の要件を満たす場合には、280ＭＨｚ帯デ

ジタル無線、ＦＭ放送、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送等についても、防災行政無線の代替として認

められているところです。

・ 整備対象地域が、デジタル防災行政無線又は戸別受信機の未整備地域であること。

・ 整備経費及び運用経費の合計が防災行政無線の場合よりも安価であること。

・ 各施設が十分な耐災害性（地震対策・停電対策・浸水対策）を有すること。



この場合においては、防災・減災対応に必要な施設整備に要する経費に限り、対象となります。

Ｑ12-21 指定避難所における避難者の生活環境の改善のための施設（空調・Wi-Fi 等）の整備について、
指定避難所とされている学校の普通教室は対象となりますか。___________________________________ 

Ａ12-21 普通教室については、 
・ 授業の再開に伴い、学校運営上、避難者の移動・明渡しが必要となるため、長期間避難者を収容する

スペースとして使用するものではないこと

・ 教育環境の改善の観点から整備するべきものであり、緊急防災・減災事業債ではなく、学校施設環境

改善交付金や学校教育施設等整備事業債により整備すべきであることから、対象となりません。

なお、特別教室についても、基本的には普通教室と同様の考え方ですが、避難所としての学校施設

利用計画などにおいて開放スペースとしてあらかじめ位置付けられるなど、長期間の避難所スペース

としての活用が見込まれる場合には、対象となる可能性があります。

Ｑ12-22 既存の防災情報システムの機能拡充に伴うソフトウェアの追加に要する経費は、対象となりま
すか。_____________________________________________________________________________________ 

Ａ12-22 ソフトウェアの追加に要する経費については、サーバーの設置等と一体的に行う場合は対象と

なります。

Ｑ12-23 全国瞬時警報システム（J-ALERT）の新型受信機の導入・情報伝達手段の多重化とは、どのよ
うな場合が対象となりますか。_______________________________________________________________ 

Ａ12-23 「全国瞬時警報システムの新型受信機導入及び情報伝達手段の多重化の推進について」（消防国

第２６号・消防運第１６号・消防情第１１２号）を踏まえて整備する場合は、対象となります。
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